
（単位：円）

1
価格高騰重点支援給付
金【物価高騰対策給付
金】

➀物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②③
・R5年度分の住民税非課税世帯×7万円の給付金を支給（R6実施計画分）

R5.12 R6.6 12,320,000 12,320,000
R5年度分の住民税非課税世帯：176世帯

に給付した。

物価高騰の影響を受けた世帯への経済的な支援につな
がった。

ふくし課

2・6
給付金・定額減税一体
支援事業（事務費含
む）

➀物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②③以下の対象者に給付金を支給する。
・R5年度均等割のみ課税世帯×10万円
・R6年度非課税化世帯×10万円
・R6年度均等割のみ課税化世帯×10万円
・上記に係る子ども加算として、子ども1人×5万円
・定額減税を補足する給付の対象者に給付金を支給
・上記事業の実施に係る事務費

R6.4 R7.3 511,610,117 511,518,000

R5年度均等割りのみ課税世帯：175世帯
R6年度非課税化世帯：492世帯
R6均等割りのみ課税化世帯：354世帯
上記、子ども加算分：168人
定額減税を補足する給付の対象者：9,174人

に給付した。

物価高騰の影響を受けた世帯への経済的な支援につな
がった。

ふくし課
税務課
こども課

4
坂出市低所得者世帯向
け給付事業

➀物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得世帯に対し、その実情を踏
まえた生活支援を行う観点から、給付金を支給する。
②③
・住民税が課税されている者の扶養親族のみで構成されている非課税世帯
および均等割のみ課税世帯×7万円の給付金を支給（※R6.4月以降支給決
定分）
・上記実施に係る事務費

R6.4 R6.6 847,237 840,000

R5年度分住民税課税者による扶養親族のみで構成される
世帯：12世帯

に給付した。

物価高騰の影響を受けた世帯への経済的な支援につな
がった。

ふくし課

7
物価高騰重点支援給付
金

➀物価高が続く中で低所得者への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②③
・令和6年度住民税均等割非課税世帯×3万円
・上記世帯における子ども×2万円（加算）　の給付金を支給
　（※R6実施計画分）
・上記実施に係る事務費

R7.1 R7.7 189,280,000 189,280,000

R6年度分の住民税非課税世帯：5,676世帯
上記、子ども加算分：475人

に給付した。

物価高騰の影響を受けた世帯への経済的な支援につな
がった。

ふくし課
こども課

9
物価高騰重点支援給付
金（市独自対象分：課
税者被扶養者世帯）

➀物価高が続く中で低所得者世帯への支援に加え、市独自対象として令和
6年度住民税課税者による扶養親族のみで構成される世帯に給付金を支給
する。（事業No.7の横出し事業）
②③
・令和6年度住民税課税者による扶養親族のみで構成される世帯×3万円
・上記世帯における子ども×2万円（加算）　の給付金を支給

R7.1 R7.7 15,660,000 15,660,000

R6年度分の住民税課税者による扶養親族のみで構成され
る世帯：504世帯
上記、子ども加算分：27人

に給付した。

物価高騰の影響を受けた世帯への経済的な支援につな
がった。

ふくし課
こども課

11
小学校給食費無償化事
業

➀小学校の給食費を無償化することにより、物価高騰に直面している子育
て世帯の支援を行うとともに、子育て世代から選ばれるまちの実現をめざ
す。
②学校給食会への補助金
③坂出市立小学校児童のうち、就学援助等受給者以外の児童およびその他
小学校の児童分の給食費を無償化（※教職員等を除く）

R6.4 R7.3 84,241,476 83,303,000
小学校の給食費を無償化することで、物価高騰により大
きな影響を受ける子育て世帯への経済的支援を実施し
た。（対象児童数：約1,900人）

物価高騰等の影響を特に受けた子育て世帯の支援の一助
となった。

教育総務課

12
学校給食物価高騰対策
事業

➀物価高騰に直面し、食材費が増加している中、安全安心で質の高い学校
給食を維持するためには、保護者負担の増加が必要となっているが、食材
費の高騰分について市の公費負担とすることで、保護者負担の軽減を図
る。
②学校給食会への補助金
③坂出市立幼稚園・小学校・中学校の園児・児童・生徒における給食費の
物価高騰分を負担（※教職員等を除く）

R6.4 R7.3 11,748,558 11,123,000

物価高騰による給食食材費の保護者負担を軽減するた
め、価格高騰分を（公財）坂出市学校給食会に補助し、
適切な給食提供が行えるよう支援した。（対象園児・児
童・生徒数：約3,100人）

給食食材費高騰分を保護者負担とすることなく、引き続
きこれまでどおりの栄養バランスや量を保った給食を提
供することができた。

教育総務課

14
物価高騰重点支援給付
金（市独自対象分：均
等割のみ課税世帯）

➀物価高が続く中で低所得者世帯への支援に加え、市独自対象として令和
6均等割のみ課税世帯に給付金を支給する。（事業No.7の横出し事業）
②③
・令和6年度均等割のみ課税世帯×3万円
・上記世帯における子ども×2万円（加算）　の給付金を支給

R7.1 R7.7 44,900,000 44,340,000

R6年度均等割のみ課税世帯：1,386世帯
上記、子ども加算分：166人

に給付した。

物価高騰の影響を受けた世帯への経済的な支援につな
がった。

ふくし課
こども課

効果検証
事業担当課

（※事業実施時点）

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　事業実施状況及び効果検証
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